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１．緒言
　我が国における高齢者数は，年々増加しており，
2025年には65歳以上の人口が国民の30% を超える
ことが予想されている1）．また，要介護者等数は，
年々増加しており，特に日本の総人口の約9% を占
める75歳以上の後期高齢者になると要介護の認定を
受ける割合が大きく増加するだけでなく1），医療費
（入院医療費，薬剤費）も増加することが報告され
ている2）．
　一方，厚生労働省は，健康づくりのための身体活
動基準20133）において，65歳以上の高齢者の身体活
動不足への注意喚起のため，10メッツ・時 /週の身
体活動基準を設けるも，“座ったままにならなけれ
ばどんな動きでもよい”としている．また，アク
ティブガイド（健康づくりのための身体活動指針）4）

において，“じっとしている時間を減らす”ことを
目標基準にしている．座ったままの状態として，
座位行動（Sedentary Behavior）に注目が向けられ
ている．座位行動とは，“座位および臥位における
エネルギー消費量が1.5メッツ以下の全ての覚醒行
動”と定義されている5）．高齢者の生活機能の低下
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　本研究は，地域在住後期高齢者を対象に，座位行動時間と移動能力との関連について検討した．対
象は，地域在住後期高齢者57名（平均年齢82.2±4.0歳）であった．座位行動時間は国際標準化身体活
動質問票を用いて調査し，移動能力の評価には，Timed Up & Go テスト（TUG）を2回実施し，最
速値を評価値として解析を行った．座位行動時間と TUG との関連性を検討するために，単回帰分析
および重回帰分析を行った．座位行動時間は，平均7.5±4.4時間 / 日であり，TUG は平均8.3±3.8秒
であった．座位行動時間と年齢，体重，TUG との間に正の相関関係を認め，主観的幸福感，身体活
動量との間に負の相関関係を認めた．また，重回帰分析の結果，座位行動時間が，交絡因子を調整し
ても TUG と有意な関係性を認めた．後期高齢者において，座位行動時間が移動能力と関連性を認め
たことは，座位行動時間を減らすことが移動能力低下予防に寄与する可能性が示唆された．

をもたらす問題の一つとして，長時間の座位行動が
注目されている．加齢による身体機能の低下に伴い
身体活動量が減少し，座位行動が増加することが予
想される高齢者において，少なくとも覚醒時間（活
動量計装着時間）の6割以上を座位行動が占めてお
り6），世界中でも高齢者の座位行動時間が，若年者
よりも長いことが報告されている7）．これまでに，
中高齢者を対象とした観察研究において，座位行動
が中高強度身体活動の実施とは独立して，歩行速度
や椅子からの立ち上がりといった下肢の身体機能低
下の予測因子であることが報告されており8），過体
重・肥満9），転倒リスク10），総死亡リスク11）などの
身体的指標だけでなく，転倒恐怖感12），や主観的幸
福感13），不安14），うつ15）といった心理的指標との関
連性も報告されている．
　しかし，これまでに後期高齢者を対象とした座位
行動時間と移動能力に関する研究は十分に行われて
いない．そこで，本研究は，地域在住後期高齢者を
対象として，座位行動時間と移動能力との関連性に
ついて検討することを目的とした．

短　報



470 菱　井　修　平

２．方法
２. １　対象者
　研究対象は，A 県 B 市在住であり，地域のふれ
あい教室，介護予防教室または，デイサービス，
フィットネス教室を利用している75歳以上の後期高
齢者57名（男性17名，女性40名，平均年齢82.2±4.0歳）
であった．採用基準は，1）調査時に75歳以上であ
る，2）介助なしで10m以上の歩行が可能である，3）
認知症の診断を受けていない，4）身体活動量調査
の回答に欠損がない，5）研究の同意を得た者とした．
　本研究は，横断的に二次解析として行った．研究
のプロトコールは，福岡大学研究倫理委員会の承認
を得て実施された（承認番号14-12-03）．
２. ２　測定方法
　基本属性として，年齢，身長，体重，生活状況と
して，居住形態，要支援・要介護認定状況，歩行
補助具の使用の有無を質問紙にて調査した．心理
的評価項目には，主観的健康感および主観的幸福感
を Visual Analogue Scale（%）を用いた．また，
健康関連 Quality of Life（Health Related Quality 
of Life，以下，HRQOL）の評価には，日本語版
EuroQol （以下，EQ-5D）16）を用いて調査した．
EQ-5D は，「移動の程度」「身の回りの管理」「ふだ
んの活動」「痛み /不快感」「不安 /ふさぎ込み」の
5項目における健康状態を3段階で選択回答により構
成されており，回答の組み合わせが，効用値として
スコア化される質問紙調査である．運動器機能項目
として，生活体力を日本語版 Motor Fitness Scale
（以下，MFS）17）を用いて調査した．MFS は14項
目の質問からなり，移動・筋力・平衡性の能力を
総合的に安全かつ簡易に評価できるものであり17），
死亡予測因子18）や転倒予測因子19）や要介護認定のス
クリーニングとしての有用性が報告されている20）．
また，日常での身体活動量の調査には，国際標準
化身体活動質問票（International Physical Activity 
Questionnaire：IPAQ-short ver.）21,22）を用いた．座
位行動時間は，IPAQ の質問項目「平日には，通
常，1日合計してどのくらいの時間座ったり寝転ん
だりして過ごしますか？」の回答を採用した．全て
の質問紙は，視力や聴力，手指に障がいがある場合
は介助を行い，それ以外は自己記入形式で行った．
移動能力の評価として，Timed Up & Go （以下，
TUG）23）を測定した．TUG は，転倒リスク24）だけで
なく，HRQOL25）との関連も報告されている．本研
究では，原著とは異なるが，測定時の教示の解釈の
相違や心理的状況の影響を除外するために最大努力
にて計測を実施した26,27）．計測は2回実施し，最速
値を評価値とした．尚，各測定は1人あたり15分程

度で終了し，身体的負荷や各種サービスに影響しな
い範囲で実施された．
２. ３　統計処理
　データは，平均値±標準偏差で示した．座位行動
時間と，評価項目との関連性は，ピアソンの相関
係数（r）を求めた．さらに，座位行動時間と TUG
との関連性について，年齢と MFS（model 1），年
齢と歩行補助具使用の有無（model 2），年齢と身体
活動量（kcal/week）（model 3）で調整し，重回帰
分析を行った．また，多重共線性を評価するために，
VIF （Variance Inflation Factor）統計量を算出した．
統計学的有意水準は5% 未満とした．全ての統計処
理は，統計解析ソフト JMP13.0 for Windows （SAS 
Institute Inc.） を用いて行った．

３．結果
　対象者特性を表1に示した．対象者の年齢，身長，
体重の平均値はそれぞれ，82.2±4.0歳，153.1±7.5
㎝，55.5±11.1㎏であった．また，生活状況として，
独居者は全体の38.6% であり，要支援および要介護
の認定を受けていない者は全体の52.6%（教室参加
者36名のうちの6名が要介護認定を受けていた），歩
行時の福祉用具使用者は57.9% であった．座位行動
時間と評価項目との関連について相関分析を行った
結果，年齢（r=0.291，p=0.028），体重（r=0.330，

表１　対象者特性

EQ-5D：EuroQol-5 Dimension
MFS: Motor Fitness Scale

（　）内は全体に対する相対値（%）を示す

平均 ± SD 最小 最大
基本属性
　男性 / 女性 ( 人数 )
　年齢 ( 歳 ) 82.2 ± 4.0 75.0 90.0
　身長 ( cm ) 153.1 ± 7.5 140.0 171.0
　体重 ( kg ) 55.5 ± 11.1 37.5 88.0
生活状況
　独居
　その他

要介護認定
　要介護 3 1 ( 1.8 )
　要介護 2 3 ( 5.3 )
　要介護 1 6 ( 10.5 )
　要支援 2 12 ( 21.1 )
　要支援 1 5 ( 8.7 )
　その他 ( 自立 ) 30 ( 52.6 )
歩行補助具
　使用 ( 杖,老人車など )
　未使用者

心理的評価項目
　EQ-5Dスコア 0.729 ± 0.223 -0.016 1.000
　主観的幸福感 ( % ) 73.7 ± 22.3 0 100
　主観的健康感 ( % ) 61.1 ± 19.7 11.1 100
運動器機能評価項目

　身体活動量 ( kcal/週 ) 1726.3 ± 1934.0 0 8885.5
　座位行動時間 ( 時間/日 ) 7.5 ± 4.4 1.5 20
　MFS スコア ( 点 ) 8.6 ± 3.6 1 14
　Timed Up & Go ( 秒 ) 8.3 ± 3.8 5.0 25.8

33 ( 57.9 )

17 / 40

22 ( 38.6 )
35 ( 61.4 )

24 ( 42.1 )
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p=0.012），TUG（r=0.389，p=0.003）と正の相関関
係を，主観的幸福感（r=-0.264，p=0.047），身体活
動量（r=-0.391，p=0.003）との間に負の相関関係を
認めた（表2）．しかし，身長，EQ-5D スコア，主
観的健康感，MFS スコアとは有意な関係性を認め
なかった．
 また，座位行動時間と移動能力の指標である TUG
との関連性について，交絡因子として年齢と MFS
スコア（model 1），年齢と歩行補助具使用の有無
（model 2），年齢と身体活動量（model 3）で調整
し重回帰分析を行った結果，それぞれの交絡因子を
調整後も座位行動時間と TUG は有意な関係性を認
めた（表3）．

４．考察
　本研究では，地域在住後期高齢者を対象に，座位
行動時間と移動能力の関連について検討した．本研
究における座位行動時間は，平均7.5±4.4時間であ
り，日本人高齢者を対象とし，3軸加速度計を用い
て評価した本田らの先行研究（平均73.1±6.0歳）9）と
同等であった．しかし，本研究の対象は後期高齢者
（平均年齢82.2±4.0歳）であり，加齢により延長す
ることが報告されている座位行動時間が先行研究と
同等であったことは，測定方法の精度が関与すると
考えられる．本研究では，質問紙を用いており，座
位行動時間の評価は自己申告であったため，正確に
評価できる3軸加速度計と比べると過少評価されて
いたと考えられる． 
　オランダ人を対象とした座位行動時間の関連要因
を検討した横断調査において，座位行動時間の関連
要因は年齢によって異なり，65歳以上の高齢者は
慢性疾患の保有者が，特に座位時間が長い傾向に
あったと報告されている28）．また，加速度計を用い
た米国の2003-2006年における National Health and 
Nutrition Examination Survey（NHANES）のデー
タによると，一日の総座位時間が平均8時間の30歳
代に比べ，60歳代では約1時間，70歳代では約2時間
長くなっている29）．Jefferis et al. は，地域在住の男
性高齢者を対象に加速度計を用いて座位行動時間を
調査した結果，日常生活の約4分の3近くの時間を座
位行動で占めており，中でも肥満体形で気分の落ち
込みや複数の慢性疾患を有する80歳以上の者におい
て，特に連続した座位行動が認められたと報告して
いる30）．本研究においても，座位行動時間と主観的
幸福感に負の相関関係を認めており，座位行動が高
齢者のQOLにも関与することが示唆される．
　スペイン人高齢者を対象に，長時間の座位行動と
死亡リスクを多点観察により検討したコホート研究
において，2年間一貫して座位時間が長い高齢者に
比べ，座位時間が短い高齢者の総死亡リスクは低く
なっていた12）．また，Leask et al. は，高齢者（平
均年齢73.3±5.5歳）の座位行動の特徴を検討し，座
位行動時間の70.1% は自宅で費やしており，56.9%
は1人で過ごし，特に午後にその時間を多く費やし
ていると報告している31）．北湯口らは，60-79歳の
地域在住高齢者3080人を対象に1年間の追跡調査を
行い，長時間の座位行動が転倒リスクと有意に関連
することを報告している10）．高齢者においては，座
位行動時間だけでなく，座位行動の蓄積パターンが
手段的日常生活動作に影響することが報告されてい
る32）．本研究では，地域在住後期高齢者を対象とし
て，質問紙を用いた座位行動時間と TUG の関連性

表２　座位行動時間と関連因子における相関関係

EQ-5D: EuroQol-5 Dimension
MFS: Motor Fitness Scale

MFS: Motor Fitness Scale
VIF: Variance Inflation Factor

表３　 重回帰分析による Timed Up & Go と関連因
子との関係

ｒ ｐ
年齢 ( 歳 ) 0.291 0.028
身長 ( cm ) 0.103 0.444
体重 ( kg ) 0.330 0.012
EQ-5Dスコア -0.056 0.677
主観的健康感 ( % ) -0.140 0.300
主観的幸福感 ( % ) -0.264 0.047
身体活動量 ( kcal/週 ) -0.391 0.003
MFS スコア ( 点 ) -0.190 0.157
Timed Up & Go ( 秒 ) 0.389 0.003

従属変数 : Timed Up & Go β ｐ VIF
model 1
独立変数

座位行動時間 ( 時間/日 ) 0.324 0.007 1.11
年齢 ( 歳 ) -0.099 0.400 1.16
MFS スコア (点) -0.494 < 0.001 1.10
Adjusted R

2
 = 0.339，p < 0.001

model 2

独立変数

座位行動時間 ( 時間/日 ) 0.307 0.024 1.18
年齢 ( 歳 ) -0.058 0.665 1.19
歩行補助具使用の有無 0.282 0.042 1.24
Adjusted R

2
 = 0.172，p  = 0.0046

model 3

独立変数

座位行動時間 ( 時間/日 ) 0.367 0.013 1.27
年齢 ( 歳 ) 0.019 0.887 1.09
身体活動量(kcal/week) -0.042 0.762 1.18
Adjusted R

2
 = 0.105，p  = 0.0307
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について重回帰分析を用いて検討した結果，関連因
子を調整しても有意な関係性を認めた．本研究の対
象者には，要介護の認定を受けている者が含まれて
いるが，要介護認定は身体機能のみを評価する指標
ではないため，MFS スコアによって身体機能によ
る座位行動時間や TUG への影響を調整した．単回
帰分析において，身体活動量と負の関係性を認め，
重回帰分析において，MFS スコアが最も関係性が
強かったことから，身体活動量の増加や身体機能の
向上の必要性が示唆される．しかし，高齢者におい
て，身体活動量を増やしたり，生活体力を急激に向
上させたりすることは困難であるが，日常生活にお
いて定時に体操を行ったり散歩を行うなどの生活様
式を工夫することで意識的に座位行動時間を短縮す
ることは可能であると考えられる．
　Semanik et al. は，変形性膝関節症リスクの高い
中高齢者において，長時間の座位行動は中高強度の
身体活動とは独立して，歩行速度や椅子からの立ち
上がり時間といった下肢の身体機能低下を予測でき
ると報告している8）．また，2軸加速度計を用いて，
縦断的に座位行動と身体機能低下率について検討し
た Song et al. は，日常生活における座位行動時間
が将来的な身体機能低下率に強く関連し，身体活動
の増加だけでなく座位行動時間を減らすことが身体

機能低下の予防につながる可能性を示した33）．
　本研究は，横断調査であるため，座位行動時間と
移動能力について因果関係を説明する事ができな
い．また，座位行動時間の調査に質問紙による思い
出し法を用いているため，3軸加速度計と比べると
正確に評価できていない可能性が挙げられる．座位
行動は，歩行や立位などと比べ大腿部の筋の収縮
が少なく34），高齢者においては特に心血管代謝系の
バイオマーカーとの関連することが報告されてい
る35）．しかし，地域在住後期高齢者の座位行動時間
が移動能力にネガティブに関連することが明らかと
なった．本研究結果を踏まえると，日常生活におけ
る座位行動時間を減らすことは，高齢者において移
動能力の低下を予防するだけでなく，健康づくりの
ための身体活動基準を満たす意味でも重要であると
考えられる．今後，サンプル数の増大と縦断的調査
により，後期高齢者における座位行動時間と移動能
力の関係を明らかにする必要があると考えられる．
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